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　本研究の対象となる生活支援コーディネ ターー は，2014 年（平成 26 年）6 月の介護保険法の改
正（2015 年 4 月施行）により規定された。この法改正では，団塊の世代が 75 歳以上高齢者（後





















中核的な役割を担うのが生活支援コーディネ ターー であり，場となるのが協議体である 1）。






















サ ビースの提供体制の構築に向けたコーディネ トー機能（主に資源開発やネットワ クー構築の機能）
を果たす者」としている。また，協議体については「市町村が主体となり，各地域における生活支
援コーディネ ター とー生活支援等サ ビースの提供主体が参画し，定期的な情報共有及び連携強
化の場としての中核となるネットワ クー」であるとしている 3）。
　特に，生活支援コーディネ ターーについては，3 層で展開されるとし，第 1 層は市町村全域を，
第 2 層は日常生活圏域（中学校区域等）を対象として，既存の資源を把握し，地域に不足する
サ ビースの創出やサ ビースの担い手の養成等の資源開発，関係者間の情報共有，サ ビース提供
主体間の連携体制づくりなどのネットワ クー構築の役割を担う。一方，第 3 層の生活支援コーディ
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　本研究の対象とした相模原市は，神奈川県の北西部，東京都心から概ね 30 ～ 60KMに位置
しており，北部は東京都，西部は山梨県と接している。2006 年（平成 18 年）3 月には津久井郡
津久井町及び相模湖町と，2007 年（平成 19 年）3 月には同郡城山町及び藤野町と合併し，面積









　人口は，直近の住民基本台帳人口 2018 年（平成 30 年 4 月）では 717,838 人となっており，
1955 年（昭和 30 年）から約 6 倍と急増したが，1970 年代前半を人口増加のピークとして，その
後 1990 年代になると人口増加は緩やかになった。さらに，バブル崩壊により都心の地価が下落す
ると，東京都市圏において都心回帰の動きが顕著となり，現在では，微増の傾向となっている。そ
の中で，高齢者人口の伸びは大きく，2013 年（平成 25 年）4 月時点での高齢化率は 21.2％であっ














　地域づくり部会（第 2 層協議体）は，第 2 層の生活支援コーディネ ターー が地域活動を行う際の
基盤である。地域づくり部会は，運営主体を高齢者支援センタ とーし，その職員と生活支援コー







　一方，生活支援コーディネ ターーについては，相模原市では第 1 層と第 2 層に配置している。
第 1 層は，市地域包括ケア推進課と各区高齢者相談課に 7 名を配置している。本研究の対象
としている第 2 層の生活支援コーディネ ターーは，相模原市高齢者保健福祉計画に定める各地




































体制整備事業を効果的に推進するために，第 2 層コーディネ ターー の運営業務を市社協に委託
することになったのである。
Ⅳ．生活支援コー ディネ ターー の活動状況
　それでは，生活支援コーディネ ターー の現状はどうのようになっているのか，本研究は前述したと











　市コーディネ ターー が配置された平成 28 年 4 月1日から，調査時点とした平成 30 年 3 月31日
までの２か年度の実績について調査を実施した。調査内容は，市コーディネ ターー の効果的な運
用を測るものとして，全部で 3 項目，12 の設問となっている。
　調査の実施期間は，平成 30 年 7 月1 から平成 30 年 7 月31日である。
　調査は，質問紙を電子メー ルで送信し，電子メー ルで回答を受け取る方法で行った。
（3）調査対象
　相模原市社会福祉協議会の市コーディネ ターー 　29 名
（4）回答結果













ディネ ターー が把握した高齢者支援センター との個別ニーズの情
報共有の事例数
問 2　 各地区で高齢者支援センター ほのぼのシステムに掲載した社会
資源の個所数
問 3　 地区内の団体等や活動を対象とした市コーディネ ターーの 1 年
間の平均的な訪問回数
問 4　各地区の地域診断表の作成状況
















ンタ とーの個別ニーズの情報共有の事例数」（問 1）について，全体 29 地区の合計は 555 件で，
１地区当たりの平均は 19.8 件，最多は 57 件，最少は 2 件となっている。地区別の状況では，2
年間で 10 件以上（概ね 2 か月に 1 回程度）情報共有している地区が 20 地区（68.9％），それ以
下の地区は 9 地区（31.1％）となっており，多くの地区で市コーディネ ター とー高齢者支援センター
の連携は緊密に行われ，個別ケースなどの細かい情報の共有化も図られている。
　「各地区で高齢者支援センター ほのぼのシステムに掲載した社会資源の個所数」（問 2）につい
ては，全体 29 地区の合計は 420 か所，1 地区当たりの平均は 15 か所，最多は 47 か所，最少
は 0 か所であった。地区別の状況では，掲載した個所数が全くない地区は 1 地区，1 か所の地
区は 3 地区と低調な地区もあったが，最多の 47 か所の地区をはじめ，10 か所を超える地区が 15
地区（51.7％）と半数を上回り，全体では 28 地区（96.5％）で市コーディネ ターー がほのぼのシステ
ムを活用するなど，日常的にデ ター化による社会資源の把握は着実に進められている。
　「地区内の団体等や活動を対象とした市コーディネ ターーの 1 年間の平均的な訪問回数」（問
3）については，全体 29 地区の合計は 133 回，１地区当たりの平均は 4.6 回，最多は 24 回，最
少は 1 回となっている。地区別の状況では，最も頻度が高く月２回程度訪問している地区は 1 地
区，月1 回程度が 3 地区，最少で年 1 回程度にとどまっている地区は 2 地区であった。平均的
には全体の半数に近い 14 地区で 3 ～ 4 か月に 1 回の割合で，市コーディネ ターー が地域の活動
団体を訪問している現状が示されている。
　最後に「各地区の地域診断表の作成状況」（問 4）について，市コーディネ ターー が配置される
以前，つまり「ア　平成 27 年度以前から作成したものが有るが，現在まで更新していない」地区
は 4 地区であった。一方，「イ　平成 27 年度以前から作成しており，定期的に更新している」地
区は 10 地区，また，「ウ　平成 27 年度以降に作成した」地区は 13 地区あり，「エ　現時点で作
成していない」地区は 2 地区であった。調査結果では，市コーディネーターが配置された以降，





　問 5 では，住民主体サ ビース（相模原市の表記：介護保険の財源で展開する総合事業として
の介護予防・生活支援サ ビース事業）について尋ねている。「各地区の住民主体サ ビーススタッフ
研修を修了した人数」（問 5）について，全体 29 地区の合計は 324 人で，１地区当たりの平均は
11.6 人，最多は 41 人，最低は 0 人であった。地区別の状況では，10 人以上の修了者があった
地区の 12 地区（41.3％）を含め，25 地区（86.2％）で住民主体サ ビーススタッフの養成が図られた。
一方，研修に全く参加せず一人も住民主体サ ビーススタッフがいない地区が 4 地区（13.8％）あっ
た。
　「新たに組織化された住民主体サ ビースの団体数は」（問 6）について，全体 29 地区の合計は
48 団体，1 地区当たりの平均は 1.7 団体，最多は 20 団体，最低は 0 団体であった。地区別の
状況では，最多の20 団体を示した地区のほか，6 団体の地区が1 地区，2 団体の地区が5 地区，
1 団体の地区が 12 地区，合わせて19 地区（65.6％）で住民主体サ ビースの団体が組織されたが，
一方で全く組織されなかった地区が 10 地区（34.4％）もあった。このことは，住民主体サ ビースの
創設の難しさを示している。
　「各地区内のサロンの増加数」（問 7）については，全体 29 地区の合計は 111 か所で，１地区
当たりの平均は 3.8 か所，最多は 15 か所，最少は 0 か所となっている。地区別の状況では，増
加数が最多の 15 か所の地区をはじめ，10 か所を超える地区が 5 地区あり，それらを含め増加し
た地区は21地区（72.4％）であった。一方で，サロンの増加が全くなかった地区は8地区（27.6％）
であった。
　最後に，「新たに開発した活動拠点の箇所数」（問 8）については，全体 29 地区の合計 96 か
所で，１地区当たりの平均は 3.4 か所，最多は 14 か所，最低は 0 か所となっている。地区別の




　「地域づくり部会の開催回数」（問 9）では，全体 29 地区の合計は 317 回で，１地区当たりの平
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（問 10）の質問については，全体 29 地区の合計は 60 回で，1 地区当たりの平均は 2.1 回，最
多は 28 回，最低は 0 回となっている。地区別の状況では，最多の地区では「地域づくり部会」の
開催状況に加えて部会員や市コーディネ ターー の日々 の活動も情報として提供していたため 28 回
となったが，他の地区では平均以下の 2 回以下の地区が 23 地区（79.3％）あり，そのうち 2 年間
全く配布していない地区数は 13 地区（44.8％）であった。
　「新たに開発したネットワ クーや仕組みの件数」（問 11）については，全体 29 地区の合計は 106
件で，1 地区当たりの平均は 3.8 件，最多は 30 件，最低は 0 件なっている。地区別の状況では，
最多の 30 件の地区，それに次ぐ 10 件の地区と2 地区が突出した結果を残す一方，全く開発で
きない地区の 3 地区を含め平均以下の地区が 20 地区（68.9％）となっている。
　最後に，「地域づくり部会の検討からの新たな活動について」（問 12）では，「ア　新たな活動が
1事例ではあるが取り組まれている」地区は10地区であった。また，「イ　新たな活動が複数事例，














































区に配置していた常勤職員の「地区担当職員」22 名に市コーディネ ターー の業務を兼任させるとと





















住民主体サ ビースの創設については，市全体の合計で 48 団体，地区別の状況では，創設され







































状況では，部会員や生活支援コーディネ ターー の日々 の活動までつぶさに情報提供している地区













　以上，述べてきたことから市コーディネ ターー や地域づくり部会は生活支援サ ビースの拡充に効
果的な役割を果たしていると言えるだろう。

























































 2） 厚生労働省「平成 26 年度生活支援コーディネータ （ー地域支え合い推進員）に係る中央研修」平成 27 年 3 月，
p3 ～P6.
 3） 前掲 2）P7
 4） 前掲 2）P8 ～P9
 5） 前掲 2）P19 ～P20
 6） 前掲 2）P10
 7） 隅河内司「障害者相談支援における『実践課題の政策化』の理論形成」2018，ミネルヴァ書房P167 ～P168
 8） 相模原市，統計資料，http://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/toukei/，2018/9/1
 9） 相模原市「地域ケア会議運営マニュアル」平成 30 年 3 月，P2 ～P4
10） 前掲 9）P7
11） 相模原市「生活支援コーディネーター活動マニュアル」平成 28 年 2 月，P4，P22
12） 前掲 1）P47




「第 3 期相模原市地域福祉計画―みんなで支え合い 地域の力がはぐくむ 人にやさしいまち さがみはら」






問 1　 地域ケア会議事例部会や日常的な連携を通じて市コーディネ ターー が把握した高齢者支援
センター との個別ニーズの情報共有の事例数をお答えください
市全体合計 各地区の平均 地区別の最多 地区別の最少
555 件 19.8 件 57 件 2 件
問 2　 各地区で「高齢者支援センター ほのぼのシステム」に掲載した社会資源の個所数をお答えく
ださい
市全体合計 各地区の平均 地区別の最多 地区別の最少
420 か所 15 か所 47 か所 0 か所
問 3　 地区内の団体等や活動を対象とした市コーディネ ターーの 1 年間の平均的な訪問回数を
お答えください
市全体合計 各地区の平均 地区別の最多 地区別の最少











市全体合計 各地区の平均 地区別の最多 地区別の最少
324 人 11.6 人 41 人 0 人
問 6　新たに組織化された住民主体サ ビースの団体数をお答えください
市全体合計 各地区の平均 地区別の最多 地区別の最少
48 団体 1.7 団体 20 団体 0 団体
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問 7　各地区内のサロンの増加数をお答えください
市全体合計 各地区の平均 地区別の最多 地区別の最少
111 か所 3.8 か所 15 か所 0 か所
問 8　新たに開発した活動拠点の箇所数をお答えください
市全体合計 各地区の平均 地区別の最多 地区別の最少
96 か所 3.4 か所 14 か所 0 か所
問 9　地域づくり部会の開催回数をお答えください
市全体合計 各地区の平均 地区別の最多 地区別の最少
317 回 11 回 41 回 8 回
問 10　地域づくり部会に関する情報誌を配布した回数をお答えください
市全体合計 各地区の平均 地区別の最多 地区別の最少
60 回 2.1 回 28 回 0 回
問 11　新たに開発したネットワ クーや仕組みの件数についてお答えください
市全体合計 各地区の平均 地区別の最多 地区別の最少
106 件 3.8 件 30 件 0 件
問 12　 地域づくり部会の検討からの新たな活動について，該当する回答を下記の中から選択して
ください
　　　ア　新たな活動が 1 事例であるが取り組まれている
　　　イ　新たな活動が複数事例，取り組まれている
　　　ウ　新たな活動は，取り組まれていない
ア 10 地区
イ 12 地区
ウ 7 地区
